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令和２年郡山市議会３月定例会提案理由 
  

(令和２年２月19日) 

令和２年郡山市議会３月定例会の開会にあたり、市政を取り巻く情勢と今

回提出の令和２年度当初予算案をはじめとする議案の概要等について御説明

を申し上げます。 

 

はじめに、令和元年発生台風第19号災害とその対応等について申し上げま

す。 

昨年10月の台風第19号により、お亡くなりになられました６名の方々に、

改めて弔意を申し上げます。また、浸水被害、土砂災害等、被災されました

皆様に対しまして、心からお見舞い申し上げます。  

被災世帯数は、全世帯の約14.9パーセントとなる21,331世帯、被災人口は、

全人口の約13.9パーセントとなる46,263名、浸水区域面積は、14.37平方キロ

メートルとなり、阿武隈川流域を中心に甚大な被害を及ぼしました。 

発災直後から順次創設した18の各種支援制度の利用状況は、２月17日現在、

災害見舞金や義援金の申請が6,886件、市税や各種保険料、水道料金等の減免

が9,599件、住宅の応急修理申請694件など、延べ17,525件となっております。 

道路、橋りょう、河川等の復旧については、国の災害査定が終了し、本定

例会において関連予算を計上するなど、早期復旧を目指してまいります。  

被災した下水道等の各施設については、現在、国の支援を受け、先月22日

までに梅田ポンプ場をはじめ阿久津地区農業集落排水施設等の本格的な復旧

に着手したところであります。 

被害総額25億1,622万円となった農業関連では、今春の作付けを見据え、

揚水機の復旧工事を優先的に進めるほか、農地、頭首工、農道、水路等約960

箇所の復旧に要する予算を計上しております。また、農作物等の被害を受け

た農業経営者の方々が、営農意欲を持ち続け、気候変動に対応しつつ、一日

も早い経営再建を図るため、必要な施設の再建や機械の更新、種苗費等の支

援に要する予算を計上しております。 

商工業関係では、市内15,836事業所中、3.7パーセントにあたる588事業所
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が被災され、被害額は、450億2,280万円となっております。特に、甚大な被

害を受けた郡山中央工業団地に設置した「相談サテライトオフィス」では、

２月14日までに、訪問した企業等は114件、来所等による相談件数は23件あり、

グループ補助金などの各種財政支援や浸水対策に関する相談・要望等に対し、

各企業の課題属性分析を踏まえた個別対応型の支援を実施しております。こ

のような状況を踏まえ、本市産業の復旧と健全かつ安定的な発展のため、サ

プライチェーン等の縮小、寸断など、経営に影響を受けている事業者を対象

とし「災害対策資金融資」の枠を拡充いたします。また、市内企業のサプラ

イチェーンの確保と雇用の維持を図るため、被災事業者の皆様が、水害に備

え自ら行う防水壁や生産施設の床の嵩上げなどの自衛措置に対し、新たな補

助制度を創設する予算を、本日、追加提出しております。 

学校施設については、現在、被災した赤木小学校と永盛小学校１階部分の

復旧工事と受変電設備工事を急ピッチで施工しており、夏季のエアコン稼働

前の完全復旧を目指してまいります。なお、永盛小学校については、北校舎

の災害復旧工事を優先的に行い、今月17日から１、２学年が自校に戻りまし

た。これにより、被災後、近隣の小中学校での授業を余儀なくされた児童全

員が、自校で授業を再開いたしました。床上浸水の被害を受けた赤木地域公

民館ほか２館の公民館については、早期の開館に向け、施設機能の復旧作業

を進めております。 

郡山中央工業団地内の東部体育館、東部勤労者研修センター、東部スポー

ツ広場については、アリーナ床、電気設備等の復旧作業を行っており、４月

からの利用再開を予定しております。また、富久山スポーツ広場については、

災害廃棄物の処分後、早期の復旧を目指してまいります。 

市民生活に直結する富久山クリーンセンター及び衛生処理センターにつ

いては、応急復旧工事により、今月14日までに全ての施設が仮復旧したとこ

ろであります。なお、本定例会には、富久山クリーンセンターの余熱発電設

備や衛生処理センターのポンプ類の更新など、本復旧工事に要する予算を計

上しております。 

被災家屋等の解体撤去については、半壊以上の判定を受けた被災家屋等を

対象として、去る１月14日から申請受付を開始し、２月17日現在、159件の申
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請を受け付けたところであり、今後、速やかに解体撤去を進めてまいります。 

これら台風第19号災害復旧工事等の発注状況でありますが、河川や農業用

施設などの測量設計業務委託契約は、契約件数25件、契約額は、１億4,351

万円、道路、橋りょうや学校、廃棄物処理施設などの工事請負契約は、契約

件数86件、契約金額は、12億7,009万円となっております。 

今後は、昨年の台風被害と過去の災害を教訓として、策定する「郡山市国

土強靭化地域計画」のもと、都市再生特別措置法等まちづくり関連法を注視

しながら、地理空間情報活用推進基本法などを踏まえ、あらゆるツールを活

用し、気候変動にも柔軟に対応した誰もが安心して快適に暮らせる強靭なま

ちづくりを戦略的に推進してまいります。 

今日まで、市民の皆様はじめ、全国の自治体や団体、個人の皆様から温か

い御支援をいただいておりますことに対し、心から感謝を申し上げますとと

もに、これまでの災害対応にあたり、御理解と御協力を賜りました議員各位

に対し、改めて御礼を申し上げます。 

 

次に、新型コロナウイルス感染症対策について申し上げます。 

御承知のとおり、国内でも感染者が確認されております新型コロナウイル

ス感染症対策については、先月31日、郡山医師会をはじめとする12の関係団

体参加のもと、「郡山市新型コロナウイルス感染症対策連絡調整会議」を開催

し、速やかな情報共有や連携、協力体制の確認等を行いました。また、市民

の皆様に対しては、ウェブサイト等から的確な情報提供と注意喚起を行うと

ともに、今月７日には、保健所内に「帰国者・接触者相談センター」を開設

し、万全の体制で対応に当たっているところであります。今後も、引き続き、

国、県の情報を注視しながら関係機関と連携を密にし、適時適切に対応して

まいります。 

 

次に、令和２年度の市政運営について、所信の一端を申し上げます。 

国の将来人口見通しを示す「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び

今後５年間の地方創生の目指すべき方向性を定める「第２期総合戦略」が昨

年12月20日に閣議決定されました。その中では、横断的な目標として、新し
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い時代の流れを力にするため、「地域における Society5.0の推進」と「地方

創生ＳＤＧｓの実現などの持続可能なまちづくり」により、生活・経済圏の

維持確保や生産性の向上などに取り組み、「将来にわたって『活力ある地域社

会』の実現」を目指すこととされました。 

また、同日開催された、内閣総理大臣を本部長とする「ＳＤＧｓ推進本部」

では、中長期的な国家戦略である「ＳＤＧｓ実施指針」を改定するとともに、

具体的な取り組みが「アクションプラン2020」としてまとめられたところで

あります。 

本市においても、国の方針に呼応して、様々な分野で人や情報、研究成果

などが行き交う「知の結節点」としての強みを生かし、こおりやま広域圏域

における地方創生をけん引する中枢都市として、産官学金労言士等の多様な

地域主体の参画のもと改定する「郡山市人口ビジョン」及び「郡山市総合戦

略」に基づき、「持続可能な郡山の創生」を目指してまいります。 

次に、「ＳＤＧｓ未来都市」についてであります。去る１月10日、内閣府

等が主催する「地方創生ＳＤＧｓ国際フォーラム2020」、及び１月16日開催の

「東北ＳＤＧｓ未来都市サミット・シンポジウム in 仙北市」に参加し、そ

れぞれ本市の取り組みと考え方を表明してまいりました。 

今後とも、昨年８月策定の「ＳＤＧｓ未来都市計画」に基づき、その達成

に向けた各種施策を着実に進めてまいります。 

次に、「こおりやま広域連携中枢都市圏」については、二本松市との連携

協約締結を経て、１月28日開催の「都市圏ビジョン懇談会」からの御意見も

踏まえ、圏域全体の将来推計人口を含む「都市圏ビジョン」の改定を進めて

おります。今後とも、「ＯＮＥ ＴＥＡＭ 16」の理念のもと、持続可能な圏域

を目指してまいります。 

令和２年度は、昨年の台風第19号により顕在化した様々な課題解決はもと

より、気候変動をはじめとした地球規模の課題に立ち向かい克服する一年と

してまいります。そのため、５Ｇ時代、Society5.0にも即応できる「デジタ

ルトランスフォーメーション化」、いわゆる「ＤＸ化」を広域連携のもと加速

させながら、「誰一人取り残さないＳＤＧｓの目標達成」に向け、ゴール13

「気候変動に具体的な対策を」の実現をあらゆる施策により推進し、「気候変
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動対応型課題解決先進都市」を目指し取り組んでまいります。 

 

議員各位をはじめ、市民の皆様方の一層の御理解と御支援を賜りますよう

お願い申し上げます。 

  

それでは、議案の概要等について御説明申し上げます。 

 はじめに、市政を取り巻く情勢について申し上げます。 

最近の景気動向についてであります。 

我が国の経済について、内閣府は１月の月例経済報告において、「景気は、

緩やかに回復している。」として基調判断を据え置きしております。 

また、日銀福島支店は１月の金融経済概況において、「県内景気は、台風

19号等による下押しの影響は和らいでいるものの、回復に向けた動きが足踏

み状態にある。」としております。 

雇用情勢については、郡山公共職業安定所管内の 12 月の有効求人倍率は 

1.75 倍と高い水準で推移しております。 

 

次に、国の財政運営についてであります。 

はじめに、防災機能強化や景気下支えを柱とする総額４兆4,722億円の国

の令和元年度補正予算が、去る１月30日に参議院本会議で可決、成立いたし

ました。本市においても、これを活用する補正予算案を編成し、本会期中に

追加提出する予定でありますので、御審議の程よろしくお願い申し上げます。 

 

次に、国の令和２年度予算については、１月20日、一般会計総額約102兆

6,580億円と過去最大規模となる予算案が国会に提出されました。 

国はこの予算案について、消費税増税分を活用した「社会保障の充実」、「経

済対策の着実な実行」、「歳出改革の取組の継続」により、経済再生と財政健

全化を両立する予算と位置付けております。 

また、地方財政計画においては、一般財源総額が前年度比1.2パーセント

増の63兆4,318億円と過去最高となり、地方交付税は16兆5,882億円と2.5パー

セントの増となりました。また、新たに、地域社会再生事業費や緊急浚渫推
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進事業費など防災・減災対策経費が計上されておりますので、これら国の動

向を見極めながら、各種事業に係る財源の確保に努めてまいります。 

 

 続きまして、本市の令和２年度当初予算編成について申し上げます。 

はじめに、予算編成の考え方についてであります。昨年10月の台風第19号

による災害対応には、多額の事業費を要し、国、県支出金、市債のほか、こ

れまで財源不足に備え積み立ててきた財政調整基金を活用するなど、早期復

旧を目指してまいりました。今後とも、各種給付費等義務的経費が増加する

中、被災施設等の本復旧に取り組むなど、厳しい財政運営環境下にあります。

このため、当初予算編成にあたっては、既存事業のゼロベースからの見直し

はもとより、国・県補助金等の積極的な活用と適正公平な市税等の確保、広

告事業など税外収入の拡充を含めた自主財源確保に努め、市政の持続可能性

を高めることを念頭に取り組みました。特に、令和２年度予算は、ＳＤＧｓ

17の目標を基本ガイドラインとし、台風被害からの復旧・復興（治療）と今

後の気候変動に対し適応・緩和する対策（予防）に重点を置きつつ、それら

を支えるため、５Ｇ時代に対応しうる「ＤＸ化」の推進やこおりやま広域圏

を俯瞰する視点で予算を編成いたしました。 

この結果、補正予算第１号を含めた一般会計予算案の規模は1,428億8,000

万円となり、前年度当初予算と比較すると、2.3パーセントの増となっており

ます。 

 特別会計の総予算額は987億9,373万９千円で、0.8パーセントの増となって

おり、一般・特別両会計の予算総額は、2,416億7,373万９千円で、1.7パーセ

ントの増となります。 

 

それでは、令和２年度当初予算案の主要な事務事業について、本市の最上

位計画である「郡山市まちづくり基本指針」の５つの大綱と２つの取組ごと

に申し上げます。 

 

はじめに、大綱Ⅰ「産業・仕事の未来」についてであります。 

産業の振興については、「『知の結節点』こおりやま産業持続・発展ビジョ



- 7 - 

ン」に基づき、士師業など各界各層の専門家と連携のもと、本市はもとより、

こおりやま広域圏の圏域全体の経済発展と産業競争力強化を目指し、各種事

業を実施いたします。また、圏域内には、最先端の研究開発等拠点施設に加

え、医療機器関連産業や医薬品産業が集積しており、これら特性を活かす産

業の振興に努めてまいります。 

中小企業者への支援については、戦略的な企業経営を推進できるよう、Ｄ

Ｘや気候変動への対応に取り組み、市外・県外・海外を商圏として、事業拡

大を目指す企業や創業者等の支援に要する予算を計上しております。 

また、全国的な課題である経営者の高齢化と後継者難に対応するため、関

係機関と連携した事業承継の支援やe-commerce（電子商取引）の更なる推進

など、本市産業の持続的発展を図るための予算を計上しております。  

郡山西部第一工業団地については、第１期工区の区画ベースの分譲率が、

本年１月末現在で54.5パーセントとなり、残りの区画についても契約に向け

た具体的な相談や企業からの引き合いをいただいており、新年度中には、約

80パーセントの分譲率となる見込みであります。これら順調な状況に加え、

昨年の台風第19号による被災企業等のニーズに鑑み、更なる企業誘致の受け

皿整備と緊急時における市内企業のバックアップや移転等に備えるために、

第２期工区の整備事業に着手いたしたく、本定例会に実施設計及び地質調査

に要する予算を計上しております。 

ドイツ・エッセン市との交流については、昨年９月に取り交わした「都市

間協力の継続に関する合意書」に基づき、インターンシップ受入れや同市で

実施されるエネルギー関連産業国際見本市「Ｅ-world」への市内企業出展支

援など、多様な分野の交流に資する予算を計上しております。 

次に、農業の振興については、人口減少などの社会情勢や本市農業の現状

を踏まえ、「強い農業」、「売れる農業」を目指し、各種事業を展開してまいり

ます。 

農業分野における学術連携については、包括連携協定を結ぶ福島大学食農

学類や東京農工大学の知の集積と本市農業への活用を図るため、地球温暖化

対策をテーマとした公開授業やアグリテック普及にも寄与する実践型教育プ

ログラムの実施に要する予算を計上しております。 
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地域農産物の消費拡大については、国庫補助事業を活用し、ＪＡ福島さく

らが新たに進める農産物直売所整備への支援に要する予算を計上しておりま

す。 

アグリテックの普及推進については、農作業の省力化や生産性の向上を図

るスマート農業技術の導入支援に要する予算を計上しております。  

農産物等海外連携については、国内市場の動向を見据え、梨の輸出等で交

流のあるベトナムを主要マーケットと捉え、こおりやま広域圏内で生産され

る農林水産物や加工品の輸出拡大を推進するための予算を計上しております。 

６次産業化と郡山ブランドの推進については、鯉食キャンペーンによる地

産地消をはじめ、「ＡＳＡＫＡＭＡＩ 887」など高品質で競争力の高い郡山ブ

ランドの販売促進に要する予算を計上しております。  

農福連携の促進については、農業分野における障がい者等の就労機会の拡

大を図るため、農業者と授産施設のマッチングシステムの構築やコーディネ

ーターの養成などに要する予算を計上しております。 

総合地方卸売市場については、開場から18年が経過する中、経年劣化が進

む冷凍冷蔵・空調設備等を低環境負荷機器に更新する予算を計上しておりま

す。 

 

次に、大綱Ⅱ「交流・観光の未来」についてであります。 

 観光の振興については、先月14日、一般社団法人郡山市観光協会が観光庁

の日本版ＤＭＯに本登録となったことを踏まえ、ＤＭＯ推進体制を基軸に更

なる戦略的な事業展開を図ってまいります。 

観光誘客の推進については、こおりやま広域圏、産学金官の連携により、

オリンピック・パラリンピックを契機とした広域観光コンテンツの開発、イ

ンバウンド受入体制の充実等に要する予算を計上しております。 

郡山ユラックス熱海については、安全・安心な利用のため、施設の基本性

能の維持と長寿命化を図る改修計画に基づき、特に緊急性が高い箇所の改修

や電気・機械設備等の更新に要する予算を計上しております。  

 「ホストタウン推進事業」については、ホストタウン相手国を応援する観

戦ツアーを実施するほか、武蔵野大学有明キャンパス内に設置される「ホス
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トタウンハウス」に本市ブースを出展し、「食」をテーマとしたプロモーショ

ンを行うなど、風評の払しょくとインバウンドの促進に繋げるための予算を

計上しております。 

 「日本遺産魅力発信推進事業」については、気候変動適応に寄与するかん

がい施設など、新たなモニターツアーの実施や各種団体と連携したプロモー

ションの展開、インスタグラム等ＩＣＴを活用した魅力発信に要する予算を

計上しております。 

 「多文化共生推進事業」については、在住外国人とのスムーズなコミュニ

ケーションを図るため「やさしい日本語」の活用充実をはじめ、防災ワーク

ショップの開催や在住外国人の課題ニーズ等を把握するネットモニターを実

施するなど、多文化共生社会の実現に向けた各種事業に要する予算を計上し

ております。 

「音楽活動推進事業」については、1994（平成６）年制定の「音楽文化の

振興のための学習環境の整備等に関する法律」の理念のもと組織される「郡

山市音楽の日」実行委員会に参画し、市民が音楽に親しめる機会を提供する

ほか、未来を担う青少年や指導者の育成を図るため、東京藝術大学との連携

事業やウィーン交響楽団員による公開レッスンの開催等に要する予算を計上

しております。 

 「（仮称）歴史情報・公文書館施設整備事業」については、中央図書館との

有機的連携のもと、本市の歴史文化遺産、震災や水害などの災害記録等の適

切な継承、さらには、公文書管理法に基づく公文書管理・閲覧体制の構築を

推進するため、本年３月策定の基本計画を踏まえた施設等の基本設計及び実

施設計等に要する予算を計上しております。 

市立美術館の企画展覧会については、戦没画学生の遺作コレクションで知

られる「無言館展」をはじめ、西田町ゆかりの「（仮称）雪村と郡山の美術」

など、５つの展覧会開催に要する予算を計上しております。また、インター

ネットを活用したサービスの向上、美術館収蔵品管理のペーパーレス化、Ｄ

Ｘ化を図るため、美術館収蔵品管理公開システムの構築に要する費用を計上

しております。 
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 次に、大綱Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」についてであります。 

 子ども・子育て支援については、消費税率の改定に伴い拡充した国の施策

を活かして、本市の取り組みを充実させるものであります。また、本年４月

スタートの「第２期郡山市ニコニコ子ども・子育てプラン」に基づき、保育

所、放課後児童クラブの待機児童の解消や子育て家庭への切れ目のない支援

体制の構築を進め、ＳＤＧｓの理念でもある「誰一人取り残さない」子育て

支援の実現を目指してまいります。 

「放課後児童クラブ事業」については、本年４月新設の大成小学校、谷田

川小学校２校３クラブを含め、計 40 校 60 クラブ、定員 2,740 名により、引

き続き、適切な遊びと生活の場の提供による児童の健全育成環境の整備を図

ってまいります。 

「子育て短期支援事業」については、保護者の疾病その他の理由により、

家庭での子ども養育が一時的に困難となった場合の児童養護施設等における

養育、保護実施に要する予算を計上しております。 

子育てＬＩＮＥ相談については、子育て中の保護者や子ども本人からの相

談機会の拡充を図るための予算を計上しております。 

保育所の待機児童解消については、「郡山市ニコニコ子ども・子育てプラ

ン」に基づき、2021（令和３）年４月の待機児童ゼロを目指し、５事業の相

乗効果のある待機児童対策「郡山市待機児童ゼロに向けた緊急パッケージ」

として取り組むものであります。 

保育所等定員の拡大については、認定こども園２施設、認可保育所３施設

の計５施設、定員 420 人の施設整備に要する予算を計上しております。これ

により、2021（令和３）年４月１日には、認可保育所等は 83 施設、総定員数

は 5,564 人となる見込みであります。 

保育士のワークライフバランス推進については、保育士の継続雇用・確保

を目的として、国の補助制度を活用し、新たに保育士の住居借り上げを行う

民間認可保育施設を支援します。また、本市独自施策として、潜在保育士等

の積極的な登用を図るため、復帰の際に保育士を応援する一時金に要する予

算を計上しております。 

保育業務負担軽減の推進については、民間認可・認可外保育施設に業務支
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援システムを導入するなど、保育所等の働き方改革推進に要する予算を計上

しております。 

医療的ケア児の受入れ体制の構築については、日常生活を送る上で医療的

ケアを必要する保育ニーズの高まりを受け、看護師等を配置し受入れを行う

民間認可保育施設を新たに支援する予算を計上しております。 

保育所等の安全・安心の確保については、新たに保育施設巡回を専門とす

る指導員を配置し、認可・認可外保育施設の更なる保育の質の向上と安全性

の確保を図ってまいります。 

 次に、新年度から必修化される小学校プログラミング教育については、全

国に先駆け、教科として「プログラミング学習」を位置付けることとし、今

後予定される「ＧＩＧＡスクール構想」にも対応できるよう、プログラミン

グ教材等、環境整備に要する予算を計上しております。 

新学習指導要領への対応については、「主体的・対話的で深い学び」の充

実を図るため、中学校及び義務教育学校後期課程へタブレット端末を 2,670

台追加整備する予算を計上しております。これにより、市立小中学校ともに

３人に 1 台のタブレット端末環境が整備されます。また、児童生徒一人ひと

りの学習意欲と学力向上を図るため、市立学校の児童生徒全員に、自身の習

熟度に応じた学習を可能とするデジタルドリルを整備する予算を計上し、教

材費等保護者負担の軽減を図ってまいります。 

 教職員の働き方改革の推進については、教職員の業務効率化を目的に、2021

（令和３）年度から運用する統合型校務支援システム導入等に要する予算を

計上しております。 

学校施設の整備については、気候変動に対応しうる持続可能で強靭な教育

環境の実現に向け、桜小学校等３校の校舎長寿命化改修を実施するほか、屋

内運動場照明のＬＥＤ化やプール改修等に要する予算を計上しております。  

 

次に、大綱Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」についてであります。 

「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念のもと、ユニバーサルデザ

インの考え方も取り入れ、生涯を通して誰もが住み慣れた地域で、健康で豊

かに暮らせる環境の整備に取り組みます。また、多様な働き方を通して、あ
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らゆる分野において女性が活躍できる社会の実現に努めます。 

「障害者地域生活支援拠点事業」については、障がい者の重度・高齢化等

に適切な対応と支援を行うため、支援拠点を設け専任コーディネーターを配

置するなど、支援体制の構築に要する予算を計上しております。  

「障害児・者日常生活用具給付費等事業」については、新たに高度難聴障

がい児者の費用負担軽減を目的に、人工内耳関連用品を日常生活用具給付対

象品目に追加するための予算を計上しております。  

「社会福祉施設整備事業」については、障がい者の在宅福祉サービスの充

実と生活の場の確保等を目的に、社会福祉法人が設置する施設整備支援に要

する予算を計上しております。 

 「生活支援体制整備事業」については、地域における高齢者の生活課題や

助け合い活動の情報収集、支え合いネットワークの構築を行う「第２層協議

体」の設置、運営を促進する「第２層生活支援コーディネーター」の配置に

要する予算を計上しております。 

「ＳＤＧｓ推進全世代健康都市圏事業」については、安全・安心で「全て

の世代が健康で生きいきと暮らせるまち」を目指し、分析データを補完する

市民アンケート調査のほか、連携中枢都市圏「全世代健康都市圏」創造事業

懇談会を開催するなど、引き続き事業を推進するための予算を計上しており

ます。 

東京2020オリンピック・パラリンピック関連事業については、ハンガリー

水泳チームが、本年７月15日から22日の８日間にわたり、郡山しんきん開成

山プールと宝来屋郡山総合体育館で実施する事前キャンプを支援するほか、

トップアスリート養成教室やオリパラ教育推進事業等の関連事業を実施し、

東京2020オリンピック・パラリンピックを契機としたレガシー創出に要する

予算を計上しております。 

公民館の環境整備については、指定避難所としての更なる機能充実を図る

ため、日和田公民館高倉分館等５館にエアコンを設置するほか、大島地域公

民館の駐輪場整備に要する予算を計上しております。また、市内在住外国人

に安心して居住いただくため、公民館窓口対応の円滑化と災害時の安全・安

心な避難所対応を目的に、全ての公民館に自動翻訳機を整備する予算を計上
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しております。 

 

次に、大綱Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」についてであります。 

「地球温暖化対策事業」については、気候変動に総合的、戦略的に対応す

るため策定する「（仮称）郡山市地球温暖化対策総合戦略」やこおりやま広域

圏「気候変動適応等推進研究会」等に要する予算を計上しております。  

「エネルギー地産地消推進事業」については、地域の低炭素化・環境負荷

低減、そして災害時の安定的な電力確保のため、再エネ由来のエネルギーの

地産地消を実現する郡山市版「地域新電力」構築に向けた具体的な検討に要

する予算を計上しております。 

「新エネルギー普及促進事業」については、「太陽光発電システム」、「蓄

電池システム」等の設置助成や「燃料電池自動車（ＦＣＶ）」の導入助成に加

え、災害時に電気自動車からの電力供給を可能にする「電気自動車充給電設

備（Ｖ２Ｈ）」の設置助成に要する予算を計上しております。 

次に、「河内埋立処分場第４期埋立地拡張事業」については、現在埋立中

の第３期埋立地が2023（令和５）年度にも計画埋立容量に達する見込みのた

め、国の「循環型社会形成推進交付金」等を活用し、新たに第４期埋立地の

拡張工事に要する予算を計上しております。 

消防力及び水防力の強化については、郡山駅前大町、西田町三町目の消防

団車庫詰所整備や資機材の充実、消防ポンプ自動車等の更新など、火災・自

然災害への対応力の強化に要する予算を計上しております。  

地域防災力の強化については、昨年の台風第19号の被害を踏まえ、災害か

ら市民の生命、財産を守るため、防災士養成や全戸配布する「わが家の防災

ハンドブック」改訂に要する予算を計上しております。また、「土砂災害ハザ

ードマップ」の改訂のほか、「液状化マップ」を新たに作成し、加えて、県と

連携型の避難確保を図るなど、被害の軽減に努めてまいります。 

環状道路の整備については、災害に強い道路ネットワークの形成を図ると

ともに、様々なストック効果が期待できる内環状線、東部幹線等の整備に要

する予算を計上しております。 

河川の整備については、昨年の台風被害が生じた本市管理の準用河川のう
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ち、照内川、愛宕川、徳定川の河道計画策定と浸水対策の検討を行うほか、

国の緊急自然災害防止対策事業を活用した市管理の普通河川等の改修に要す

る予算を計上しております。 

浸水被害軽減への対応については、「郡山市ゲリラ豪雨対策９年プラン」

に位置付けた雨水貯留施設のうち、赤木、図景、小原田貯留管の整備を継続

するとともに、向河原町地内の３号幹線放流管の整備にあわせ、下水道管理

センターの雨水ポンプを１台増設するなど、引き続き整備を推進してまいり

ます。また、雨水対策整備事業のうち、郡山中央工業団地内については、石

塚樋門とポンプゲートの整備に加え、その後の施策について検討してまいり

ます。 

 交通体系の整備については、乗合タクシーの運行を、西田、田村地区へ拡

充してまいります。また、乗降客の多いＪＲ安積永盛駅西口広場について、

送迎スペースの整備等一部改良を行い、駅利用者の利便性の向上と安全・安

心の確保を図ってまいります。 

「居住促進区域移転支援事業」については、昨年の台風第19号により被害

を受けた市民生活の再建と、より安全な居住環境への誘導促進を図るため、

居住促進区域内に転居する方を対象とした補助等に要する予算を計上してお

ります。 

 

 次に、「横断的取組」についてであります。 

一般住宅等からの除去土壌等搬出（掘り起し）事業については、昨年７月

に発注した郡山駅前地区等15地区について、５月の完了を目指し作業を進め

ております。また、台風第19号の影響により発注を延期していた大槻地区等

16地区については、今月末の入札を予定しております。2020（令和２）年度

は富久山、逢瀬、田村地区等の搬出事業に要する予算を計上しており、これ

により、掘り起し対象箇所数約65,000件全ての発注が完了する見込みであり、

2021（令和３）年度中の除去土壌等の搬出完了を目指してまいります。 

「ため池放射性物質対策事業」については、善宝池等５箇所のしゅん渫作

業が完了し、市街地にある対策が必要な12箇所全ての業務が完了いたしまし

た。また、市街地以外のため池については、2019（令和元）年度から２箇年
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の継続事業で実施している30箇所に加え、新たに25箇所の対策を実施する予

算を計上しております。 

内部被ばく検査については、１月末までに延べ17万9,571人の検査を実施

し、その結果は、生涯に受ける放射線量が全員１ミリシーベルト未満であり

ました。今後も、引き続き検査を実施する予算を計上しております。 

 

 次に、「基盤的取組」についてであります。 

「デジタル市役所」の推進については、改定する「郡山市デジタル市役所

推進計画」に基づき、５レスの取り組みを強化するとともに、国の「デジタ

ル・ガバメント実行計画」に基づく行政の「ＤＸ化」により、民間企業等と

連携した地域課題の解決、市民サービスの向上、情報の見える化等、戦略的

に取り組んでまいります。また、高速大容量のローカル５Ｇ活用調査に加え、

無線ＬＡＮ環境を拡充し、庁内会議をはじめ、「こおりやま広域圏」、「総合教

育会議」等でのＷｅｂ会議利用拡大に向けた予算を計上しております。 

セーフコミュニティの推進については、国際認証取得２周年を記念して、

去る２月１日に、市民や関係機関など約 500 名の参加のもと、「セーフコミュ

ニティフェスタこおりやま 2020」を開催しました。今後も、ＳＤＧｓゴール

11「住み続けられるまちづくりを」の実現に向け、子どもや高齢者の安全対

策など、地域の皆様とともに安全で安心なまちづくりに取り組んでまいりま

す。 

 

以上が令和２年度当初予算案に計上いたしました主要な事務事業の概要で

あります。 

 

次に、組織改編についてであります。 

「ＳＤＧｓ未来都市計画」や「郡山市まちづくり基本指針」の着実な推進

を図り、時代の変化に即応できる組織体制を構築し、「気候変動対応型課題解

決先進都市」の実現を目指すため、本年４月１日に行政組織の改編を予定し

ております。 

 主な改編内容としまして、文化振興課内に「（仮称）歴史情報・公文書館設
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置準備室」を新設し、施設開館に向けた準備体制を強化いたします。  

また、産業政策課内に、団地内連携、団地間連携を推進する「産業団地室」

を設置し、台風第19号による被災企業の早期復興と市内14団地企業へのアウ

トリーチによる支援を強化するほか、市内企業の首都圏等への進出を支援す

るため、産業振興係を「産業振興・進出係」へ改称いたします。  

さらに、Society5.0の実現に向け、先端ＩＣＴの活用によるＤＸの全庁的

な推進を図るため、ソーシャルメディア推進課のＩＣＴ戦略係を「ＤＸ戦略

係」へ改称いたします。 

その他、施策の進捗状況に応じたスクラップ・アンド・ビルドを念頭に、

市民に分かりやすい組織とするため、係の統合、名称変更等を行い、各種施

策の効率的・効果的な推進に努めてまいります。 

 

次に、令和元年度３月補正予算案について申し上げます。 

一般会計補正予算については、歳入では、台風第19号災害対応による地方

交付税及び国・県補助金、市債を増額するほか、ため池放射性物質対策事業

費の確定に伴い、繰入金を減額補正するものであります。また、歳出では、

国庫補助金を活用した小中学校トイレ洋式化の改修事業費や各施設の災害復

旧事業費、財政調整基金への積立金などを計上いたします。 

 

 この結果、一般会計の補正額は、18億9,125万７千円の増額で、補正後の

令和元年度の予算総額は、1,548億5,194万７千円となります。 

特別会計補正予算については、国民健康保険特別会計など 13特別会計の 

事業の確定等に伴い、補正額は８億2,863万９千円の減となり、補正後の特別  

会計予算総額は、988億8,232万５千円、一般・特別両会計を合わせた補正後

の予算総額は、2,537億3,427万２千円となります。 

 

次に、条例及びその他の議案についてでありますが、当初議案では、「郡

山市部活動指導員の給与及び費用弁償に関する条例」など、条例議案18件、

その他の議案１件、令和元年度３月補正議案では、「郡山市議会議員の議員

報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例」など、条
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例議案６件、その他の議案４件であり、いずれも市政執行上重要な案件を提

出するものであります。 

なお、本会期中に国の補正予算の活用等に伴う補正予算議案及び人事案件

を追加提出する予定であります。 

以上の諸施策は、2025年問題、ＳＤＧｓの国際目標年次である2030年、こ

おりやま広域圏域の人口目標年次である2040年を見据えて、バックキャスト

の手法のもと、進捗を図ってまいります。 

よろしく御審議の上、御賛同を賜りますようお願い申し上げ、提案理由と

いたします。 

以 上 


